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1. はじめに  

近年日本では，高齢化の進展や単身世帯の増加、自

動車での移動を前提とした大型商業施設の増加、それ

に伴う商店街等の閉鎖による都市の空洞化、バス等の

生活交通における利便性の低下に伴い、高齢者等を中

心に「食料品や日用品の入手に不便や苦労を感じる人

（いわゆる「買物難民」）」が増えてきている。従来

では「過疎化の進んだ農村や山間部の問題」として扱

われてきた買物難民問題だが、現在では「大都市、大

都市圏郊外部にも波及している問題」として認識され

るようになり、今後も高齢化が進む我が国にとって無

視できない社会問題となっている。「買物難民」等に

関する全国的な推計値としては、農林水産省による

「食料品アクセス困難人口」が存在し、平成17年の推計

では約700万人、平成28年の推計では約800万人となって

いる。また，経済産業省では「買物弱者」として推計

を行っており、平成20年の推計では約600万人、平成26

年の推計では約700万人と、どちらも顕著な増加傾向を

示している。大都市圏郊外部はベッドタウンとして発

展してきた経緯もあり、当時働き世代だった人々が現

在高齢者になり、その子供世代も都市部に流出してい

る。車移動前提の大型商業施設の増加、商店街等の閉

鎖等により高齢者にとって食料品、日用品の入手がよ

り困難になっており、今後も高齢化の進展に伴い、買

物難民も増加する見込みである。現状、買物難民問題

対策に取り組んでいる自治体はまだ少ない。それは地

域によって買物難民発生の原因が様々で、政府から明

確な指針が打ち出されていないこと、また買物難民の

実態、現状を具体的な数値として算出する方法が確立

されていないことが原因と考えられる。 

 

2. 既存研究の整理と本研究の目的 

(1) 「買物難民」等に関する既存研究 

既存研究として、佐藤・山口ら1）の「買い物難民」発

生の原因分析を踏まえた解決方策に関する研究があり、

この研究では買物難民発生の原因について、人口動態

の変化、交通機関の廃止、流通機能の弱体化、各個人

の身体的問題、地域や環境による要因の5つが買物難民

発生の原因として述べられている。また、青野2）による

食料品アクセス問題に関する研究では、対象地域にお

いて歩行可能性、自動車利用可能性に着目し、具体的

な食料品アクセス困難人口の集計を行っている。その

結果から、対象地域における食料品アクセス困難人口

の発生原因と必要な対策について分析されている。 

 

(2) 本研究の目的 

 既存研究では具体的な買物難民等の算出方法につい

て扱っているものはまだ少なく、買物難民問題の対処

の難しさは1章でも述べたように、地域ごとに買物難民

発生の原因が異なるうえ、実態を把握する術が確立し

ていないことである。また、歩行可能性を買物難民算

出に考慮している研究で、高齢化による身体機能の低

下や障害により外出自体が困難な人を考慮している研

究はまだない。 

 これらを踏まえて、本研究では、買物難民算出手法

について外出困難者の考慮ができる手法の構築、また

対象地域における買物難民の分布特性を把握すること

を目的とする。 

 

3. 分析手法 

(1) 対象地域の選定の経緯と概要 

背景で述べたように、近年買物難民問題は大都市圏、

大都市圏郊外部にも波及している。そのため、対象地

域は大都市圏郊外部の地域から選定することにした。

選定には千葉県の各市を対象とし、1、都心まで1時間半

以内に移動できる地域、2、高齢化率が全国平均よりも

高い地域、3、対象店舗の分布に「駅前に集中している」

等の偏りがみられる地域、以上3つの条件により抽出し

た。対象店舗には日用品や生鮮食料品が入手できるス

ーパーとコンビニを対象とする。抽出した市の中から、

自身の出身地でもあり、土地勘や実情も把握している

「千葉県我孫子市」を対象地域として取り上げること

にした。高齢化率の全国平均が平成29年時点で27.7％で

あるのに対して、我孫子の高齢化率は30.0％であり2.3％
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高い数値となっており、対象店舗の立地に関しても、

駅前、国道沿いに集中している傾向がある。 

 

 (2) 分析手法 

分析手法に関して、既存研究でも紹介した青野の研

究に用いられていた式(1a)を参考に行う。 

𝑃𝐹𝐷𝑠 = ∑ 𝑃𝑖,𝑗,𝑘𝑊𝑖,𝑗(𝐶𝐴𝑖,𝑗,𝑘 + 𝐶𝐵𝑖,𝑗,𝑘
 
𝑖,𝑗,𝑘 ) (1a) 

PFDsは本研究でいう買物難民を指し、i,j,kはそれぞれ最寄

り食料品店までの距離帯、年齢層、性別の各属性、Pi,j,k

は属性別人口、Wは最寄り食料品店まで歩行困難な者の

割合、CA、CBは「世帯に自動車があり、自分で運転で 

きない」属性[A]と、「世帯に自動車がない」[B]の割合

を表している。W は歩行可能性を考慮したものであり、

対象店舗からの距離帯によって歩行困難者が何％存在

するかを判定する。また、C は自動車利用可能性を考慮

しており、自動車所有の有無、免許保有の有無、自由

に使える車の有無の3項目のデータをもとに自動車利用

困難者を属性別に割合で表したものである。青野はこ

の2つの要素を元に買物難民の算出を行っていた。また

青野の研究は宇都宮市が対象であり、本研究は我孫子

市が対象であるため、我孫子市に対応したデータに置

き換え集計を行う。歩行可能性に関して、このままで

は高齢化による身体機能の低下や障害等によって外出

自体が困難な人々を買物難民として算出することが出

来ず、正確な実態をつかむことが出来ないため、青野

の外出能力と交通行動の関係3）に関する研究のデータを

対象店舗から100m圏内に居住する人に適用することで

外出困難者の集計を可能にした歩行可能性が表-1であり、

本研究に用いるものである。自動車利用可能性の分類

について、CAを自家用車は有るが免許がないC2と自家

用車も免許も有るが自由に使用できる車がないC3に分

割し、自家用車のないCBをC1として算出した割合表-2

を本研究に用いる。 

以上の改善を行い、以下の式b)を新たに構築した。 

𝑃𝑠𝑟 = ∑ 𝑃𝑖,𝑗,𝑘𝑊𝑖,𝑗(𝐶1𝑗,𝑘 + 𝐶2𝑗,𝑘 + 𝐶3𝑗,𝑘
 
𝑖,𝑗,𝑘 ) (1b) 

Psrは買物難民数、Pは属性別高齢者人口、Wは歩行困難

者の割合、C1,C2,C3は自動車利用が困難な者の割合を表

している。式b)を用いて買物難民数の算出を行う。 

 

4. 分析結果と考察 

(1) 算出結果 

 我孫子市の買物難民の算出結果をまとめたものが図-2、

図-3である。我孫子市には3701人の買物難民が存在し、

市全体で見た時に高齢者人口に対して9.5％の人が買物 

表-１ 歩行困難者の割合 

 

表-2 自動車利用可能性の割合 

 

難民に該当している。各年齢層、性別において500m～1

㎞の距離帯が65～74歳 男性103人 女性331人 75歳以

上 男性298人 女性801人のように他の距離帯に比べ最

も買物難民数が多い。最も高い割合は後期高齢者の女

性で、1.5㎞以上の距離帯に属する人々で、46.9％である。

表-3からも性別年齢層別に、買物難民A、Bの割合を整

理した結果、後期高齢者女性に買物難民が最も集中し

ていることが確認できる。また、買物難民数の内訳と

してC1に該当する割合は57％、C2が40％、C3 が2％を占

めている。また、15歳以上すべての人口を対象に買物難

民を算出をしたとき、65歳以上高齢者は約8割を占めて

いた。図-4、図-5より、市の中心部、駅前の買物難民数

は50人規模で分布していて、周辺地域に比べ多く分布し

ている。対象店舗から1㎞以上離れた地域のメッシュで

は、買物難民数は最も多いメッシュで38人であるが、ほ

とんどのメッシュで一桁の人数しかいない。しかし、

割合（買物難民数/高齢者人口）で見た時に、最も高い

メッシュでは35％、すべてのメッシュで20％以上と高い

割合で買物難民に該当する人がいる。 

 

(2) 各項目別の比較 

 算出結果図-2、図-3より各属性別に比較する。 

a)  性別 

人数、割合ともに女性の方が男性の2倍以上の買物難

民が存在する。これは性別による違いを考慮している

自動車利用可能性の項目が大きく影響している。我孫

子市消費実態調査4)より、各世帯において買物行動を行

うのは9割以上が女性であるというデータがあるため、

対策を講じる際には女性が多い、つまり自動車を利用

できない人が多いということを考慮する必要がある。

分布に関して男女間に違いは見られず、全体で見た時

と同じ特徴がみられる。 

b)  年齢層別 

人数、割合共に、後期高齢者の方が前期高齢者より

も2倍以上多くの買物難民が存在する。歩行可能性、自 
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図-2 我孫子市の買物難民数 

 

図-3 高齢者人口に占める買物難民の割合 

表-3 高齢者人口に占める買物難民の割合 

 

 

図-4 買物難民の分布 

 

図-5 割合の分布 

動車利用可能性の両項目に年齢層による違いを考慮し

ているためどちらの影響もある。高齢になるにつれ、

歩行可能性は「～ｍまで歩ける」の距離が短くなり、

自動車利用可能性は自動車を利用できない人が増える

ので、日本では今後も高齢化が進展するので、買物難

民数も増加すると考えられる。分布に関して年齢層間

に違いは見られず、全体で見た時と同じ特徴である。 

c)  距離帯別 

高齢者人口に対する割合で見た時、対象店舗との距

離が離れるにつれて買物難民に該当しやすいことがわ

かる。しかし人数で見ると500m～1㎞までは増えている

が、以降の距離帯ではかなり少ない人数となっている。 

つまり、我孫子市の買物難民のほとんどは対象店舗か

ら1㎞圏内に位置している。これは図-4の分布図からも

わかることである。買物難民対策について検討する際

は１㎞圏内を中心に移動販売等の支援、市内全域に宅

配や移動支援（乗合タクシー等）のように地域の特徴

に応じた対処が必要である。 

 

(3) 考察  

我孫子市の買物難民は性別では女性、年齢層別では

後期高齢者に多く存在していて、対象店舗から距離が

離れるごとに買物難民に該当しやすくなるが、人口の

分布から、1㎞圏内に買物難民が集中しているという特

徴がある。我孫子市における買物難民発生の原因は主

に2つ挙げられる。1つは対象店舗の一部地域への集中で

ある。高齢化により歩行可能距離が短くなることによ

り、今まで買い物に行けていた距離でも通うのが困難

になってしまうのが主な要因だが、それは駅前や国道

沿い等一部の地域に対象店舗が集中しているからとい

う見方も出来る。2つ目は移動手段、移動距離の変化で

ある。今までは車移動が主であったが、高齢化による

免許返納や、運転に不便を感じる等の理由により自動

車利用可能性の低下につながり、徒歩移動等に転じて

いる傾向があり、移動手段の変化により移動可能距離

も変化し、今まで買い物に行けていた距離も不便に感

じるようになってしまったと考えられる。 

 

5. 対策事業 

(1) 我孫子市の取組状況 

 買物難民対策について、経済産業省が公開している

資料5)より対策事業を家まで届けるサービス(宅配、買物

代行等)、距離を短くするサービス(移動販売等)、家か

ら出かけやすくするサービス(乗合タクシー等、移動支

援)の3つに分類し、我孫子市内で現在提供されている事

業、サービスを上記のように分類すると、表-4のように

分類できる。生協、セブンミールに関しては市内全域

でサービスを受けることができ、対象者も限られてい

ない。あびバスは主に高齢者を対象に市内の一部地域

を巡回している。移送サービスは市内全域で予約する

と利用可能だが、対象者は要介護者や障碍者等、限ら

れているサービスである。表-4を踏まえ、我孫子市に必

要な対策について表-5に整理した。 

 

(2) 対策を講じた場合の買物難民数の変化 

表-4のうち2種類の対策を講じた場合の買物難民数の変

化について検証を行った。1つ目は移動販売の拠点を増 
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表-4 対策事業の内訳 

 

表-5 我孫子市に必要な対策 

 

やす対策である。図-4において75歳以上女性の買物難民

数が多い順に5つのメッシュを対象とし、そのメッシュ

の中心に拠点を増やした場合の買物難民数の分布が図-6

である。買物難民数は3342人、現状より359人減少し、

割合は8.5％、現状より1％の減少となった。現状に比べ

て買物難民数、割合共に一定数の買物難民の減少がで

きることが分かった。図-4、図-6を比較した時、拠点を

追加した地域の周辺では買物難民数の減少が見て取れ

る。移動販売を導入するならば、導入した地域（局地

的）に対しては有効な対策だと分かったので、市内に

万遍なく拠点を設置することで、より大きな効果が得

られると考えられる。2つ目は75歳以上の高齢者に対し

て歩行支援対策を行い、歩行可能性が65～74歳の高齢者

と同等レベルまで改善できた場合の買物難民数の変化

を検証する。結果の分布は図-7である。買物難民数は

3049人と652人減少し、割合は7.8％と1.7％減少した。歩

行支援対策を講じることで買物難民数を減少させる効

果が確認できた。 

 

７. まとめ  

(1) 結論 

 本研究では大都市圏郊外部に位置する千葉県我孫子

市を対象に歩行可能性、自動車利用可能性に着目し、

新たに外出困難者を考慮した買物難民算出手法の構築

を行い、我孫子市の買物難民の分布特性について検証

した。我孫子市には3701人の買物難民が存在し、市全体

で見た時、高齢者人口に対して9.5％の人が買物難民に

該当している。我孫子市の買物難民は性別では女性、

年齢層別では後期高齢者の方が多く、対象店舗から1㎞

圏内に買物難民が集中している。我孫子市の買物難民

発生の原因は対象店舗の一部地域への集中、また高齢

化による移動手段、距離の変化によるものである。対

策として、移動販売の拠点を増やす対策、歩行支援を

行う対策について実施した場合、前者は現状より359人 

 

図-6 対象店舗(青点)を増やした場合の買物難民の分布 

 

図-7 歩行支援対策を講じた場合の買物難民の分布 

の買物難民を減らせた。局地的な効果は見込めるため、

市に万遍なく拠点を配置することでより大きな効果が

見込める。後者は652人の買物難民の減少が確認できた。

ほかの対策と併せて講じる価値のある支援策と考えら

れる。今後も高齢者人口は増加する見込みなので、買

物難民数も増加することが考慮できる。我孫子市に限

らず、買物難民問題に対して早期に対策を行うことが

重要である。 

 

(2) 今後の課題 

 今後より正確な買物難民の実態を把握するために、

距離帯の判定を道路距離ではなく、直線距離で行うこ

とや、自転車利用可能性を考慮すること、また実際に

住民が買物行動についてどの程度不便に感じているの

か等主観的調査の実施や、歩行困難者等我孫子市の実

態、既存のサービスの利用状況の調査を行うことが必

要である。提案した対策についても、効果試算に加え

実現可能性を考慮することも今後の課題として挙げら

れる。また、本研究では高齢者を主な対象にしたが、64

歳以下も対象に追加することで新たな知見、傾向が確

認できると考えられる。 
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